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提案の背景
•• 産学官連携推進委員会は平成22年9月７日に「イノベー

 ション促進のための産学官連携基本戦略
 

～イノベーショ
 ン・エコシステムの確立に向けて～」をとりまとめた。

• 本基本戦略の基本方針に則り、現在まで①産学官によ
 る「知」の循環システムの確立、②大学等における産学官
 連携機能の戦略的強化、③産学官連携を担う人材の育成、

 のための諸施策を実行してきたが、個別の成果は得るも
 のの、その全体の効果（アウトカム）に対する社会・産業界

 等からの高い評価を受けるには至っていない。
• その一因として、基本戦略で打ち出した新機軸である「持

 続可能なイノベーション創出能力強化」に必須の、「基礎
 研究から社会経済価値創出に至る各参加者が生み出す
 価値の受け渡し（価値のフローとインターフェース）の見え
 る化と、評価も含む各参加者間の共有化が不十分なまま
 で、個別の事業が行われていることが指摘できる。
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「社会における科学技術」の視座に立った、
 価値創造及びフローとインターフェースの見える化

科
学
的
価
値
・

 

知
の
創
造

社
会
経
済
的
価
値
・

 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
造

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス

価値の開
 拓とフロー

価値の結
 合とフロ－

シーズ シーズ

ニーズニーズ

参
加
者

研
究
者

学
生
院
生

Ｒ
Ａ
・知
財

Ｃ
Ｄ

Ｖ
Ｃ

研
究
独
法

企
業

自
治
体



地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
戦略支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

知財活用支援事業

ﾘｻｰﾁ・ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰﾀｰを
育成・確保するｼｽﾃﾑの整備

産学共創
基礎基盤研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

大学発新産業創出
拠点ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（START）

ｾﾝﾀｰ･ｵﾌﾞ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの構築

ｾﾝﾀｰ･ｵﾌﾞ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ大学等における

ｼｰｽﾞ･ﾆｰｽﾞ創出強化の取組

産学官連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ育成

基盤

大学等産学官連携
自立化促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

④

⑥

①

⑤

研究

～

 
「基本戦略」に挙げられた施策と現状

 
～

「イノベーション促進のための産学官連携基本戦略」 （平成22年9月7 
日）より

資料２
科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会
産学官連携推進委員会（第１3回）

 

H2４.9.13

研究成果の実

 
用化促進に向け、

 
（株）産業革新機

 
構と協力協定を

 
締結（JST）

３．産学官連携を担う専門人材の育成
知の創出や研究成果の実用化に貢献する人材や産学官連携

 
の基盤を支える人材を育成

3-1 産学官連携による人材育成プログラムの開発・実施

3-2 リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保

重点施策 国は、研究・知財マネジメントをサポートするリサー

 
チ・アドミニストレーターの育成・確保を促進 （短期・中期）

重点施策 国は、産学官協働による教育プログラムの構築に

 
より、次代の産学官連携を担う人材基盤を強化 （短期・中期）

１．産学官による「知」の循環システムの確立
大学等で創出される「知」が社会を循環するシステムを確立

1-1 知のプラットフォームの構築

1-2 公的事業投資機関との連携による実用化研究支援の強

 
化
重点施策 国は、公的事業投資機関とコラボ連携し、ベン

 
チャー等への実用化研究支援を強化 （短期）

重点施策 国は、産学対話を促す「知のプラットフォーム」を構

 
築し、基礎研究レベルへ産学連携を拡大 （短期・中期）

２．大学等における産学官連携機能の強化
産学官連携システムの改革、共同研究の見直し、大学等特許

 
の戦略的活用により、研究成果の社会還元を加速

2-1 産学官協働ネットワークシステムの構築

2-2 民間企業との共同研究の戦略的推進

2-3 大学等特許の戦略的活用

・国は、大学等やTLO等の産学官連携システムの最適化に向

 
けた改革を検討し、結論を得る

 

（短期）

・国は、出口イメージを共有した実りある共同研究の推進に向

 
けて、共同研究の在り方について調査・検討を実施 （短期・中

 
期）

・国は、複数の大学等の強みを結集し、大学等、公的研究機

 
関、TLO、金融機関、地方自治体等が有機的に連携する産学

 
官協働ネットワークの構築を支援 (中期)

・

 

国は、グローバル化に対応し、優れた研究成果の海外特許

 
取得や国家戦略上得重要な特許の海外侵害対応を支援 （短

 
期）

・

 

重点施策 国は、公的事業投資機関と連携し、大学等特許

 
の戦略的集積・パッケージ化による事業活用システムを構築

 
（短期）

○

 

これらの施策により、イノベーション・エコシステムを確立し、「死

 
の谷」を越える「明日に架ける橋」を築いて、将来の価値創造に向

 
けたシーズ段階と市場につながる実用化段階を結びつける。

○

 

これらの施策をスパイラルに連携させて展開することにより、「教

 
育（人材育成）」、「研究（知の創造）」及び「イノベーション（社会・経

 
済的価値創出）」の三要素を三位一体で推進。
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第３期基本計画が目指した科学技術イノベーションの弱点

５

理念 大政策目標 中政策目標 個別の政策目標

知の創造を
社会経済的

価値に
結合する
システム

とＰＤＣＡの
実践に欠く

第４期基本計画（Ｈ２３－Ｈ２７）における要注力点
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• 第四期科学技術基本計画（平成２３年８月閣議決定）の
 「科学技術イノベーション一体推進方針と人材育成の強
 化」方針を受け、本委員会は「科学技術イノベーションに
 資する産学官連携体制の構築

 
～イノベーション・エコシ

 ステムの確立に向けて早急に措置すべき施策～（同年9 
月16日）」をとりまとめた。

• 更に、平成24年2月29日の科学技術・学術審議会総会に
 おける基本論点に基づき、「イノベーション創出能力の強

 化に向けて、早急に措置すべき施策」をとりまとめた。
• これらの施策がＰＤＣＡマネージメントの視点に立って、産

 学官連携の各参加者の現場において有効に実践されるた
 めには、各参加者が担う様々な「価値創出」および、その

 「フローとインターフェース」に対するコミットメントの見える
 化が必要である。同時に、それらの各参加者間の共有化
 も必要である。

• この視座に立って、「科学技術イノベーションシステムの見
 える化と、その活用」に対する提案をする。
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科学技術イノベーションシステムの見える化に
 向けた現状の評価

１．．イノベーション・エコシステムの確立に貢献する産学官連携
 基本戦略（産学官連携推進委員会報告、２０１０年８月２７

 日）・・・・図１、図２、図３参照
評価：「知の循環」、「産学連携機能の強化」、「人材育成」推進方策が概念

 的で、「価値創造のフローとインターフェース」が具体的でなく、結果的に

 現場におけるPDCAマネージメントの実践と、事業成果の具体的な評価

 が不鮮明になる。

２．地域イノベーション推進プログラム（２０１１年度から開始、２
 ０１２年度もイノベーション創出力強化策の視点からの事業

 企画書の見える化の充実）・・・図４参照
評価：今まで構築したイノベーションシステムを基盤として、その上に構築す

 る地域イノベーション能力の全体の企画書としては明確化したが、事業

 参加者の現場レベルでは、「誰が何の価値を創出するか？」、「その価値

 を誰が誰に渡すか？」の「価値のフロ－とインターフェース」が不明確。
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１．産学官による「知」の循環システムの確立
大学等で創出される「知」が社会を循環するシステムを確立

1-1 知のプラットフォームの構築
重点施策 国は、産学対話を促す「知のプラットフォーム」を構
築し、基礎研究レベルへ産学連携を拡大

 

（短期・中期）

1-2 公的事業投資機関との連携による実用化研究支

 
援の強化

重点施策 国は、公的事業投資機関とコラボ連携し、ベン
チャー等への実用化研究支援を強化

 

（短期）

図１イノベーション・エコシステムの確立に貢献する産学官連携基本戦略 （概要）

○

 

科学技術駆動型のイノベーション創出に向けて、国、地方自治体、大学等、公的研究機関、企業、金融機関などの様々なセクター

 
間の相互作用により、持続可能なイノベーションを創出する生態系的なシステムとして「イノベーション・エコシステム」の確立が必要。

○

 

これらの施策により、イノベーション・エコシステムを確立し、「死の谷」を越える「明日に架ける橋」を築いて、将来の

 
価値創造に向けたシーズ段階と市場につながる実用化段階を結びつける。

○

 

これらの施策をスパイラルに連携させて展開することにより、「教育（人材育成）」、「研究（知の創造）」及び「イノ

 
ベーション（社会・経済的価値創出）」の三要素を三位一体で推進。

２．大学等における産学官連携機能の強化
産学官連携システムの改革、共同研究の見直し、大学等

 
特許の戦略的活用により、研究成果の社会還元を加速

2-1 産学官協働ネットワークシステムの構築
・

 

国は、大学等やTLO等の産学官連携システムの最適化に

 
向けた改革を検討し、結論を得る

 

（短期）
・

 

国は、複数の大学等の強みを結集し、大学等、公的研究

 
機関、TLO、金融機関、地方自治体等が有機的に連携す

 
る産学官協働ネットワークの構築を支援

 

(中期)

2-2

 

民間企業との共同研究の戦略的推進
・

 

国は、出口イメージを共有した実りある共同研究の推進に

 
向けて、共同研究の在り方について調査・検討を実施

 

（短

 
期・中期）

・

 

大学等は、大企業や中小企業それぞれのニーズに対応し

 
た共同研究システムの構築、企業との共同研究契約の柔

 
軟化、間接経費ルールの見直し等を実施

 

（短期・中期）

2-3 大学等特許の戦略的活用
・

 

重点施策 国は、公的事業投資機関と連携し、大学等特許

 
の戦略的集積・パッケージ化による事業活用システムを構

 
築（短期）

・

 

国は、グローバル化に対応し、優れた研究成果の海外特

 
許取得や国家戦略上得重要な特許の海外侵害対応を支

 
援

 

（短期）

３．産学官連携を担う専門人材の育成
知の創出や研究成果の実用化に貢献する人材や産学官連

 
携の基盤を支える人材を育成

3-1 産学官連携による人材育成プログラムの開発・実施
重点施策 国は、産学官協働による教育プログラムの構築に
より、次代の産学官連携を担う人材基盤を強化

 

（短期・中

 
期）

3-2 リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保
重点施策 国は、研究・知財マネジメントをサポートするリ

 
サーチ・アドミニストレーターの育成・確保を促進

 

（短期・

 
中期）

文部科学省科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会産学官連携推進委員会報告、２０１０年８月２７日
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1-2 実用化研究支援の強化

死の谷

シーズ 市場

1-1 知のプラットフォームの構築

2-2 民間企業との共同研究の戦略的推進

・基礎研究レベルへ産学連携を拡大

・オープンイノベーションを促進

図２イノベーション・エコシステムの確立に貢献する産学官連携基本戦略イメージ

将来の価値創造に向けてシーズ段階と実用化段階を結ぶ

「明日に架ける橋」

公的事業投資機関

大学等で生み出された「知」

２．大学等における

産学官連携機能の

戦略的強化

1. 産学官による

「知」の循環シス

 
テムの確立

国
際
競
争
力
の
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化
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化
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2-3 大学等特許の戦略的活用

製
品
化
・事
業
確
立
・
産
業
化

2-1 産学官協働ネットワークシステムの構築

連携

３．産学官連携を

担う人材の育成

3-1 産学官連携による人材育成プログラムの開発・実施
3-2 リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保

連携

※

 

イノベーション・エコシステム＝持続的イノベーションを創出する生態系的システム

市場から大学等へのバック・トゥ・サイエンス
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図３

 
“「知」のプラットフォームの構築”～オープン・イノベーションの促進～

【共創の場】
－共同研究の苗床－非

競
争
領
域

人材育成

国際標準化

オープン・

 
イノベーション

知
の
循
環

産業界

提
案

技
術
テ
ー
マ

研究成果

○○

 

33～～1010年後の実用化を目指した産学共同研究を実施年後の実用化を目指した産学共同研究を実施
省庁の枠を超え、規模や性格に応じた施策を適用

○

 

産学対話による「知」の創出段階からの協働
・基礎研究成果を共有する非競争領域（共創の場）
・特定パートナーとの戦略的な産学共同研究を行う競争領域

「知」のプラットフォーム

事業化・上市事業化・上市

イノベーションロードマップの実現に向けた研究開発を実施

競
争
領
域

研
究
課
題

 

を
提
案

成果の共有

参加大学群

参加企業群

戦
略
的
共
同
研
究
の

 

パ
ー
ト
ナ
ー
獲
得

長期的視点による関係分野の基礎研究（１課題は２年程度）

特定企業

特定大学

研究開発独法

研究開発
独法

出典：文部科学省科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会産学官連携推進委員会報告、２０１０年８月２７日
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図４

 
実現を狙う持続可能な地域イノベーションシステム

 
【○○○○○○○○○エリア】

地域イノベーション戦略において達成されるキーポイントと、その体系を見える化

※下記にある現状や問題点を踏まえた本プログラム等による具体的な取組を通じて、
いかにして地域イノベーション戦略を実現し、

地域において持続可能なイノベーションを創出していくためのシステムとしていくかを
図等も用いて見える化してください

＋

社
会
・
経
済
的
価
値

科
学
技
術
的
価
値

※既に構築した産学官連携

 
のキーポイントを左記の

 
フェーズと対応させて図等も

 
用いて見える化してください

※社会・経済的価値
＝事業・製品に近いフェーズ

科学技術的価値
＝技術シーズに近いフェーズ

金額：○○○千円方策①

方策②

方策③

本支援プログラムで構築を狙う強化点と

 
具体的な取組方策

現在までに構築した地域イノベー

 
ションシステムの現状と問題点

方策Ａ

方策Ｂ

方策Ｃ

地域資金や他府省の施策などで構

 
築を狙う強化点と具体的な取組方策

※左記を踏まえた具体

 
的な取組について、現

 
状や問題点に対応する

 
よう研究テーマ毎、取

 
組分野（支援メニューな

 
ど）毎、フェーズ毎等に

 
記載してください
※記載に当たっては、

 
本取組によって、上記

 
地域イノベーション戦略

 
のどの部分を強化しよ

 
うとしているのかについ

 
ても明らかにしてくださ

 
い

＋

※左記を踏まえた具

 
体的な取組について、

 
現状や問題点に対応

 
するよう研究テーマ毎、

 
取組分野（支援施策

 
など）毎、フェーズ毎

 
等に記載してください

※平成24年度

 
の申請予定金額

 
を記載してくださ

 
い

金額：○○○千円

金額：○○○千円

１１
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化

研
究
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発
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品
開
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市
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目
的
基
礎

研
究

知
の
創
造

研究領域Ａ研究領域Ａ 研究領域Ｂ研究領域Ｂ

プロジェクトＢプロジェクトＢ
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サービスａ

他技術の
取り込み

政府調達
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・
政
府
調
達
な
ど

規
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改
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・
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ど

需
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政
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と
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一
体
展
開

需
要
政
策
と
の
一
体
展
開

製品Ｃ
サービスｃ

製品Ｂ

規 制

教育

図５
 

見える化すべき科学技術イノベーション・エコシステムの全体構造

出典：柘植綾夫、イノベーター日本、オーム社刊

科学技術領域の広がり

社
会
経
済
的
価
値
創
造
の
ス
テ
ッ
プ

教
育
・科
学
技
術

 

と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

 

政
策
の
一
体
化

１２
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融 合
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の活用

知
の
創
造
へ
の
立
ち
返
り

シ
ー
ズ
の
見
直
し

プロジェクトＡプロジェクトＡ

新たなプロジェクト

新たなプロジェクトの創成派生技術

派生技術による

 
新サービス創出

非採用技術

絞り込

 
み
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シーズ

ステージ
ゲートⅢ
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シーズ

研
究

開
発

製
品
開
発

市
場
投
入

普

 
及

目
的
基
礎

研
究

知
の
創
造

研究領域Ａ研究領域Ａ 研究領域Ｂ研究領域Ｂ

プロジェクトＢプロジェクトＢ

製品Ａ＋
サービスａ

他技術の
取り込み

政府調達

製品Ａ’
標準化

製品Ｃ
サービスｃ

製品Ｂ

図６科学技術イノベーション・エコシステムにおける価値創出および
フローとインターフェースの見える化の重要性

出典：柘植綾夫、イノベーター日本、オーム社刊

科学技術領域の広がり

社
会
経
済
的
創
造
の
ス
テ
ッ
プ

産業：イノベーションと人材

国研：研究開発
 人材・教育

大学：教育
 基礎研究

規制

各
参
加
者
が
担
う
価
値
創
造
と
フ
ロ
ー
・

 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
の
明
確
化
と
コ
ミ
ッ
ト

 

メ
ン
ト
の
見
え
る
化
を
（
仮
説
検
証
で
可
）

１３
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図７
 

日本の特色を活かした持続可能な
 イノベーション・エコシステムを牽引するエンジン

産業群（世界競争に勝つ研
 究開発・社会経済価値創出）

大学群

（国際基準の教育・研究）

研究開発法人群

（国際レベルの研究開発・
 イノベーション）

参加者の生み出す価値のフロ－とインター
 フェースの明確化が成功の要
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 な社会価値創成研究派生技術

派生技術による市場価値創出
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究
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発

製
品
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礎
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造

研究領域Ａ研究領域Ａ 研究領域Ｂ研究領域Ｂ

プロジェクトＢプロジェクトＢ

製品Ａ＋
サービスａ

新技術革新を取

 り込み新価値創

 造

政府調達

製品Ａ’
標準化

製品Ｃ
サービスｃ

製品Ｂ

規 制

図８各参加者が明確にすべき価値創造とフロ－＆インターフェース例

出典：柘植綾夫、イノベーター日本、オーム社刊

価
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自由な発想の基礎研究

大
学
院
教
育
と
人
材
育
成
計
画
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
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図９
 

イノベーション・エコシステムの見える化と
 参加者間の共有化のポイント

各参加者が明確にすべき価値創造と
フロ－・インターフェース

価値創造の立ち位置の見える化
１．独自シーズを活かした目的基礎研究
２．派生技術を活かした応用研究
３．新技術革新を取り込み新価値創造
４．分野融合による新たな社会価値創成研究
５．派生技術による新たな市場価値創成
６．社会ニーズに基づく知の創造への立ち返り

価値創造のインプット・
 アウトプットの明確化

各参加者が担う価値のフロー・
 インターフェースのコミットメント

大
学
教
育
・イ
ノ
ベ
ー

 

シ
ョ
ン
人
材
育
成
計
画

 

と
の
リ
ン
ケ
ー
ジ
の
見

 

え
る
化
と
共
有
化

この視座に立って、全ての産学官連携プログラムの
見える化と、ＰＤＣＡサイクルでの適用を提案する １６
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図１０
 

イノベーション・エコシステムの見える化へのテンプレート例

出典：柘植綾夫、イノベーター日本、オーム社刊

価
値
創
造
の
イ
ン
プ
ッ
ト
・

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
明
確
化

価
値
創
造
と
フ
ロ
ー
＆
イ
ン

 

タ
ー
フ
ェ
ー
ス
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

大
学
院
教
育
と
人
材
育
成
計
画
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト



18

提案の纏め
１．構築を目指すイノベーション・エコシステム構造の見え

 る化と共通化・・・・図１０か、より明確なテンプレートを！

２．各参加者が目指す価値の創造と橋渡し（フローとイン
 ターフェース）をテンプレート上に見える化・・・図８

３．価値創造のインプット、アウトプットの明確化、各参加
 者が担う価値のフローとインターフェースのコミットメント

４．大学院教育・イノベーション人材育成計画とのリンケー
 ジの見える化と参加者間の共有化

５．この視座に立った、全ての産学官連携プログラムの
見える化と、現場でのＰＤＣＡサイクルでの適用

科学技術イノベーション政策の実行に必須の打ち手！
１８
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